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第１章

基本的事項
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徳島県は、温暖な気候と緑あふれる豊かな自然を有し、県民が快適な生活を営むために必要な

自然的条件に恵まれています。

加えて、医療技術の進歩、保健衛生活動の積極的な推進、さらには生活水準の向上等により、

県民の健康水準は着実に向上しています。

しかし、一方で、急激な少子・高齢化の進行、生活習慣による慢性疾患の増加などの疾病構造

の変化等により、県民の健康への関心も一層の高まりをみせ、その内容もより多様化・高度化し

てきています。

、 、 、 、 、徳島県では 医療法に基づき 医療資源の適正な配置を図り 健康増進から疾病の予防 診断

治療及びリハビリテーションに至る総合的な保健医療供給体制の確立を目指して、昭和62年11月

に「徳島県地域医療計画」を策定し、その後、ほぼ５年ごとに見直しを行ってきました。

平成14年10月に公示した「徳島県保健医療計画（第４次改定 」の策定から５年が経過し、保）

健・医療・福祉を取り巻く環境は、医療保険制度・介護保険制度の大規模な改革、インターネッ

トの普及による情報社会の進展、医師不足問題、さらには医療計画の根拠法である医療法の抜本

的な改正など、大きな変化に直面している状況にあります。

このような状況の中、国が定めた「医療提供体制の確保に関する基本方針」に即して、本県に

、 、おける今後の保健医療提供体制のあり方を検討し 県民の多様化したニーズに的確に対応しつつ

安全で安心の保健医療を提供できる体制の構築を積極的に推進していくため 「徳島県保健医療、

計画」を見直すこととしました。

「県民がいつでも、どこでも、等しく高度な保健医療サービスが受けられる徳島づくり」

時代が移り、生活様式や価値観が変化する中にあっても、いつの世も、だれもが願って止まな

いものは健康です。

本格的な高齢社会が到来している現状に視点をおき、引き続き「県民がいつでも、どこでも、

等しく高度な保健医療サービスが受けられる徳島づくり」を当計画の基本理念とします。

この理念を踏まえ、健康度をさらに高めるための施策を積極的に展開し、併せて、地域の保健

医療資源の効率的な活用と適正な配置を図るとともに、保健医療機能の分化・連携を推進し、切

れ目のない保健医療サービスの提供体制を構築していく必要があります。

そして、県民一人ひとりの健康に対する関心をさらに高め 「自らの健康は自らが守る」とい、

う自助努力の考え方を基本としつつ、県民の理解と協力の下、県、市町村をはじめ保健、医療、

福祉に関する機関、団体等が一体となって、目標達成に向けて努力を積み重ねていくことが重要

です。

この計画は、次に掲げる性格を有するものとします。

(1) 医療法第30条の４第１項の規定に基づく医療提供体制を確保するための計画（医療計画）

(2) 徳島県における保健医療に関する基本的な指針

(3) オンリーワン徳島行動計画(第二幕)の保健医療に関する分野別計画

(4) 県民その他関係機関・団体にとっては、自主的かつ積極的な取組が展開されることを期待

するものであり、市町村にとっては、計画策定や施策の指針となるもの

第１節 計画策定の趣旨

第２節 計画の基本理念

第３節 計画の性格
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この計画は、平成20年度（平成20年４月）を初年度とし、少なくとも５年以内に分析、評価及

び検討を行い、見直しを行うものとします。

第４節 計画の期間



- 5 -

第２章

本県の医療を
取り巻く環境
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１ 総人口

本県の総人口は、昭和62年頃（約83万６千人）から減少傾向が現れ、平成17年では約81万人

となっています。今後の総人口の見通しについては、国立社会保障・人口問題研究所が平成17

年の国勢調査を基に調査した推計人口によれば、平成22年には78万8,000人、平成27年には76

万2,000人と見込まれています。

保健医療計画の策定に当たっては、国レベルとの整合性を図ること等の観点から、国立社会

保障･人口問題研究所の推計人口をベースに個々の施策を計画していくものとします。

２ 人口構成

本県の人口の年齢別構成は、０～14歳、15～64歳の構成比が減少しており、平成17年には、

それぞれ13.1％、62.6％となっています。一方、65歳以上の高齢者の割合は全国を上回る速度

で増加しており、昭和45年の9.6％から平成17年には24.4％（全国平均は20.2％）にまで上昇

し、全国順位で８番目に高くなっています。

今後、０～14歳人口及び15～64歳人口が減少する一方、65歳以上人口は今後も増加し、平成

27年(西暦2015年)には、23万2,000人、構成比で約３割になると見込まれており、高齢化がさ

らに進むこととなります。

第１節 人口の動向

総人口の推移と見通し
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区分 H２年 H７年 H１２年 H１７年 H２２年 H２７年

0歳～14歳 150 132 117 106 96 85

15歳～64歳 551 542 526 507 483 444

65歳以上 130 157 181 197 209 232

総計 831 831 824 810 788 762

年齢３区分別人口の推移と見通し
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徳島県の人口構造の変化（昭和50年～平成17年）
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平成17年

(人)

（単位：千人（％））

平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成２２年 平成２７年

123,611 125,570 126,926 127,768 127,176 125,430

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

832 832 824 810 788 762

(100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0) (100.0)

22,544 20,014 18,472 17,585 16,479 14,841

(18.2) (15.9) (14.6) (13.8) (13.0) (11.8)

150 132 117 106 96 85

(18.0) (15.9) (14.2) (13.1) (12.2) (11.2)

86,140 87,165 86,220 84,422 81,285 76,807

(69.7) (69.4) (67.9) (66.1) (63.9) (61.2)

551 542 526 507 483 444

(66.3) (65.1) (63.8) (62.6) (61.3) (58.3)

14,928 18,261 22,005 25,761 29,412 33,781

(12.1) (14.5) (17.3) (20.2) (23.1) (26.9)

130 157 181 197 209 232

(15.5) (18.9) (21.9) (24.4) (26.6) (30.5)

9 9 8 8

資料：国勢調査及び国立社会保障・人口問題研究所の推計人口による。

（注１）　総人口には、年齢不詳を含む。
（注２）　推計人口については、端数処理の都合上、総人口とは一致しない。

全国

徳島県

老年人口割合の全国順位

全国

徳島県
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全国

徳島県
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全国

徳島県

総人口

年齢３区分別人口の推移と見通し

区分
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３ 人口動態

(1) 出生率

本県の出生率は昭和48年の15.6（人口千対）をピークにして、その後、下降傾向にあり、

、 、 。平成17年には 7.3と戦後最低の値となりましたが 平成18年には7.8と若干回復しています

全国もほぼ同様の傾向にありますが、本県の値は全国値よりさらに若干低い値で推移して

います。全国平均は8.7で、本県の順位は全国で42位と低位となっています。

このような出生率の低下は全国的に問題とされています。この原因としては出産適齢女子

人口の減少、晩婚化、価値観の多様化等が考えられます。

(2) 死亡率

本県の死亡率は、８から９前後（人口千対）で推移していましたが、平成15年には、10を

、 、 、 。超え 平成18年には10.9で 全国平均の8.6よりかなり高く 全国で６番目となっています

本県の死亡率が高い原因は様々考えられますが、年齢構成が全国平均より高齢化しているこ

とが大きく影響していると思われます。

出生率の年次推移（人口千対）
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年齢構成で大きく影響を受ける死亡率を補正するため、年齢調整死亡率でその推移を見ま

すと、死亡状況は年々改善されてきているものの、男女とも概ね全国平均を少し上回る状況

で推移しています。特に平成２年は、全国で男性７位、女性で４位と著しく高かったが、平

成17年では、男性全国18位、女性13位と、男女とも全国平均より若干高い状況にあります。

(3) 自然増加率

出生数から死亡数を引いた自然増加数を人口千対で示した値が自然増加率です。本県の自

然増加率は全国より低い値で次第に低下しており、平成18年には△3.1と自然減の状況とな

っています。出生数が減少する一方、高齢者が増えてきたことにより死亡数が増加したこと

が自然増加率の低下を招いていると考えられます。

自然増加率は市部とその周辺部が比較的高い値を示しています。逆に、自然増加率の低い

地域は、特に山間部に集中しています。人口の社会減に加えて自然減により、一層の過疎化

が進行しています。

(4) 乳児死亡率、新生児死亡率及び周産期死亡率

全国と同様、本県でも母子保健指標は戦後急速に改善され、年により多少の増減はあるも

のの、低下傾向を示しています。

まず生後１年未満の死亡を示す乳児死亡率は、平成18年には3.0（出生千対）で、全国平

均の2.6に比べ高く、全国で５位と高い数字になっています。

生後１週未満の死亡を示す早期新生児死亡率は、1.1（出生千対）で 、全国平均の1.0に

比べると若干高く、全国で15位となっています。

昭和５０年 昭和５５年 昭和６０年 平成２年 平成７年 平成１２年 平成１７年 平成１８年

男 1070.4 987.6 859.9 782.9 727.1 647.4 608.8 -

女 754.9 623.4 469.2 443.1 381.0 337.2 304.5 -

男 1036.5 923.5 812.9 747.9 719.6 634.2 539.2 571.3

女 685.1 579.8 482.9 423.0 384.7 323.9 298.6 289.8

(注）　都道府県別の年齢調整死亡率は、５年毎に公表になる。 資料：人口動態調査

（人口10万対）
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また、妊娠満22週以後の死産と生後１週未満の死亡を合わせた周産期死亡率については、

4.1（出産千対）で、全国平均の4.7より低く、全国で32番目となっています。

妊娠満22週以後の死産率については、3.0（出産千対）で、全国平均の3.7より低く、全国

で41番目となっています。

乳児死亡率の年次推移（出生千対）
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(5) 平均寿命

妊娠満22(28)週以後の死産率
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平成６年までは妊娠満28周以後

平成７年以降は妊娠満22週以後

Ｓ４０年 Ｓ４５年 Ｓ５０年 Ｓ５５年 Ｓ６０年 Ｈ２年 Ｈ７年 Ｈ１２年 H１７年

全国（男） 67.74 69.84 71.79 73.57 74.95 76.04 76.70 77.71 78.79

徳島県（男） 66.69 68.56 70.71 72.54 74.35 75.47 76.21 77.19 78.09

全国（女） 72.92 75.23 77.01 79.00 80.75 82.07 83.22 84.62 85.75

徳島県（女） 72.14 74.30 76.00 78.48 80.56 81.93 83.17 84.49 85.67

資料　徳島県保健・統計年報

年次別平均寿命

周産期死亡率の年次推移
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全国と同様、本県でも平均寿命は、男女とも昭和40年に比べ、平成17年には10歳以上長く

なっています。

徳島県における男性の平均寿命については，昭和40年には、66.69歳であり、全国で38位

でしたが、平成17年には78.09歳となり、全国で38位となっています。

徳島県における女性の平均寿命について、昭和40年には、72.14歳であり、全国で男性と

同様に38位でしたが、平成17年には85.67歳となり、全国で30位となっています。

年次別平均寿命
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１ 死因

、 、 、 、死因別に死亡率をみると 全国と同様 悪性新生物で死亡する人が増加傾向にあり 心疾患

脳血管疾患の３大死因で総死亡数の54.7％（平成18年）を占めています。

本県の死因別死亡率の全国における状況（平成18年）をみると、10大死因の中で、９つの死

因が全国平均より高くなっており、特に糖尿病、肝疾患は全国で１番高くなっています。

第２節 疾病の動向

平成18年

死亡者数 占有率 死亡率 全国順位 死亡者数 死亡率 死因順位

8,721 100.0 1,088.8 6 1,084,450 859.6 －

１ 悪性新生物 2,367 27.1 295.5 12 329,314 261.0 1

２ 心疾患 1,360 15.6 169.8 12 173,024 137.2 2

３ 脳血管疾患 1,048 12.0 130.8 12 128,268 101.7 3

４ 肺炎 980 11.2 122.3 5 107,242 85.0 4

５ 不慮の事故 342 3.9 42.7 5 38,270 30.3 5

６ 老衰 255 2.9 31.8 13 27,764 22.0 7

７ 腎不全 189 2.2 23.6 7 21,158 16.8 8

８ 糖尿病 156 1.8 19.5 1 13,650 10.8 11

９ 自殺 152 1.7 19.0 46 29,921 23.7 6

10 肝疾患 143 1.6 17.9 1 16,267 12.9 9

注：死亡率は人口10万対

総死亡者数

10大死因による死亡者数及び死亡率

死   因
徳島県 全国

主要死因別死亡率（人口１０万対）
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死因の順位は、昭和58年以降、１位悪性新生物、２位心疾患、３位脳血管疾患という順位が定

着しています。

主要死因による死亡率の年次推移（人口10万対）
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男

脳血管疾患 心疾患 糖尿病 胃がん 肺がん 大腸がん 肝がん  前立腺がん 肺炎

順位 14 5 1 33 17 42 10 46 30

全国 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

徳島県 104.5 108.8 139.9 93.2 103.2 84.9 117.9 80.2 95.6

女

脳血管疾患 心疾患 糖尿病 胃がん 肺がん 大腸がん 肝がん 子宮がん 乳がん 肺炎

順位 29 13 1 35 23 37 9 5 29 18

全国 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

徳島県 95.8 104.3 135.1 90.9 94.4 86.4 116.7 111.2 88.0 102.7

標準化死亡比（男）：平成１４年
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標準化死亡比（女）：平成１４年
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年齢構成を補正した標準化死亡比（全国値が100となる）でみると、糖尿病については、男

性139.9、女性135.1と著しく高くなっており、共に全国１位となっています。

男性では、肝がん117.9（全国10位 、心疾患（全国５位 、脳血管疾患（全国14位）などが） ）

全国平均を上回っています。逆に前立腺がん80.2（全国46位 、大腸がん84.9（全国42位）な）

どは全国平均を下回っています。

女性では、肝がん116.7（全国９位 、子宮がん（全国５位）などが全国平均を上回っていま）

。 （ ）、 （ ） 。す 逆に乳がん88.0 全国29位 胃がん90.9 全国35位 などが全国平均を下回っています

２ 受療状況

平成17年に行われた患者調査によると、徳島県内の推計患者数は入院患者が１万4,700人、

外来患者が５万4,100人となっています。施設の種類別に構成割合をみると、入院患者の89.8

％が病院で、外来患者の53.6％が診療所で受療しています。

入院患者の受療率（人口10万対）は、ほとんどの傷病において全国の値を上回っています。

特に傷病大分類でいう精神及び行動の障害、循環器系の疾患においてその傾向が顕著となって

います。

外来患者についても、ほとんどの傷病において全国よりも高い受療率となっており、全国と

同様に循環器系、消化器系の疾患の受療率が高くなっています。

平成17年10月

入院 外来 入院 外来 入院 外来

総数 14.7 54.1 100.0% 100.0% 1,816 6,685

病院 13.2 16.4 89.8% 30.3% 1,635 2,027

一般診療所 1.5 29.0 10.2% 53.6% 181 3,579

歯科診療所 8.7 16.1% 1,079

徳島県の推計患者数、構成割合、受療率（施設の種類別）

資料 : 患者調査（厚生労働省）

推計患者数（千人） 構成割合 受療率（人口１０万対）
区分

徳島県の推計患者の構成割合（入院）

病院

89.8%

一般診療所

10.2%

徳島県の推計患者の構成割合（外来）

病院

30.3%

一般診療所

53.6%

歯科診療所

16.1%
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１ 感染症及び寄生虫症 11 消化器系の疾患

２ 新生物 12 皮膚及び皮下組織の疾患

３ 血液及び造血器の疾患並びに免疫機構の障害 13 筋骨格系及び結合組織の疾患

４ 内分泌，栄養及び代謝疾患 14 尿路性器系の疾患

５ 精神及び行動の障害 15 妊娠，分娩及び産じょく

６ 神経系の疾患 16 周産期に発生した病態

７ 眼及び付属器の疾患 17 先天奇形，変形及び染色体異常

８ 耳及び乳様突起の疾患 18 症状，徴候及び異常臨床所見・異常検査所見で他に

分類されないもの

９ 循環器系の疾患 19 損傷，中毒及びその他の外因の影響

10 呼吸器系の疾患 20 健康状態に影響を及ぼす要因及び保健サービスの利用

年齢別に受療率をみると、まず、入院患者については、ほぼすべての年齢層において全国平

均の受療率（以下「全国値」という ）を上回っています。特に45歳代以降の年齢層において。

全国値との差が大きくなっています。

外来患者についても、ほぼすべての年齢層において全国値を上回っています（５～14歳代の

みが全国値を下回っています 。。）

主要傷病受療率（人口１０万対）入院
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年齢階級別受療率（人口１０万対）入院
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１ 病院、診療所数の年次推移

本県の病院、診療所数を年次別にみると、病院数は、平成２年の141箇所をピークに減少し

ており、平成18年には122箇所となっています。一般診療所のうち、有床診療所は、平成５年

の323箇所をピークに漸減しており、平成18年は189箇所となっています、無床診療所は、概ね

増加傾向が続いており、平成18年は602箇所となっています。また、歯科診療所についても、

増加傾向が続いており、平成18年は433箇所となっています。

この動向を全国的にみると、病院数は、平成２年の10,096箇所をピークに減少しています。

一般診療所のうち、有床診療所は、減少が続いている一方、無床診療所は、増加傾向が続いて

います。歯科診療所については、昭和53年以降、増加傾向が続いており、本県の動向は全国の

動向と同様の傾向にあります。

第３節 保健医療施設の状況

病院 一般診療所歯科診療所 病院 一般診療所歯科診療所

昭和５９年 9,574 78,332 43,926 124 674 254

昭和６２年 9,841 79,134 48,300 134 694 297

平成　２年 10,096 80,852 52,216 141 701 328

平成　５年 9,844 84,128 55,906 137 715 365

平成　８年 9,490 87,909 59,357 132 728 392

平成１１年 9,286 91,500 62,484 134 779 404

平成１４年 9,187 94,819 65,073 130 776 415

平成１７年 9,026 97,442 66,732 123 783 427

平成１８年 8,943 98,609 67,392 122 791 433

平成１９年 － － － 121 789 430

　　（注） 平成19年については、徳島県調査による。（平成19年３月31日現在）

医療施設数の年次推移

資料 ： 医療施設調査（厚生労働省）

年　　次
全　　　　国 徳　　島　　県

有床診療所 無床診療所 有床診療所 無床診療所

昭和５９年 26,459 51,873 295 379

昭和６２年 24,975 54,159 301 393

平成　２年 23,589 57,263 313 388

平成　５年 22,383 61,745 323 392

平成　８年 20,452 67,457 314 414

平成１１年 18,487 73,013 285 494

平成１4年 16,178 78,641 238 538

平成１７年 13,477 83,965 192 591

平成１８年 12,858 85,751 189 602

平成１９年 － － 185 604

　　（注） 平成19年については、徳島県調査による。（平成19年３月31日現在）

資料 ：　医療施設調査　（厚生労働省）

一般診療所数の有床、無床別の年次推移

全　　　　国 徳　　島　　県
年　　次




